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調 査 概 要 
 

１．自然資源と北スラウェシ州沿岸地域住民の生活 

北スラウェシ地域の人口の 50％以上は沿岸地域に居住しており、その内、都市沿岸部

に 33％、農村沿岸部に 16％である。観光はこの地域の主力産業の一つであり、ブナケ

ン国立公園及びその他の沿岸域には、毎年 3万人の外国客と 40万人の国内客が訪れ、

その収益は、年間 4,180億ﾙﾋﾟｱと見積もられており、これは GDPの 4％を占めている。 

沿岸地域の住民のほとんどは沿岸資源、例えば漁業、マングローブなどに生活の糧を求

めている。漁業全体で GDPの 5％近くを占めており、漁獲高の 30％近くは、沿岸域の

わずかな面積を占めている礁原から得られている。JICA 調査団の推定によると、これ

ら沿岸域に付随する自然資源の経済的価値は、年間 34兆ﾙﾋﾟｱにも相当する。 

 

２．北スラウェシ州沿岸域の危機的な現状 

サンゴ礁を始めとした沿岸資源の状態は年々悪化し、破壊されてきている。JICA 調査

団が行った航空写真の解析と現地踏査の結果によると、下表にみられるように、調査地

域のサンゴ礁の 98％が損傷を受けている（生サンゴ生息率が 50％以下）。 

表 調査地域の生サンゴの被覆率 

評価区分 Poor Fair Good Excellent Total 
生ｻﾝｺﾞ被覆率 (%) 0 – 25 % 26 – 50 % 51 – 75 % 76 – 100 %  
面積 (km2) 198.2 20.2 3.9 0.4 222.7 
ｻﾝｺﾞ礁全体に対す
る割合 (%) 

89.0 9.1 1.7 0.2 100 

出典：JICA 調査団 

 

北スラウェシ州における沿岸域の問題点は、以下の５つに区分される。 

• 不適切な沿岸域の空間利用 

• 不適切な沿岸資源利用 

• 都市化による人口増加と工業化 

• 不適切な陸上の土地利用 

• 絶滅に瀕している海洋生物に対する保護策の欠如 

もし、これまで通り何の対策も講じられない場合、この地域の漁業や観光業に深刻な被
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害を与えることとなり、近い将来、サンゴ礁の持つ年間 34 兆ﾙﾋﾟｱにも相当する沿岸資

源価値が消失しかねない。 

 

３．地方分権化政策（法律 22号及び 25号/1999年）における政府の役割と機能 

大統領令と地方分権化政策の施行により、これまでは国の管理下にあった沿岸域の内、

海岸線から 12 マイル以内の沿岸域は州政府が管理することとなった。その責任を果た

すため州政府は、州議会（DPRD）で州法(Peraturan Daerah: PerDa)を整備し、制定する

必要がある。 

州法を施行するにあたり、州政府は州総合沿岸管理事務所(Provincial Integrated Coastal 

Management Office：PICMO)を、また、市および県は県／市総合沿岸管理事務所

(Municipal/Regency Integrated Coastal Management Office：KICMO)をそれぞれ設立するこ

とが必要である。 

 

４．JICA調査の成果 

JICA調査団は、17人の専門家から構成されており、参加型アプローチを重視し、州政

府や、県・市政府および村役場、そして、そこに住む地域住民や NGOと共同して調査

を進めてきた。2000年の 4月から 2002年の 3月までの期間に、4.3億円（3.34 百万ﾄﾞ

ﾙ）をかけて環境調査、社会・経済調査、パイロット・プロジェクト、その他必要な調

査を実施してきた。 

主な調査の成果は以下の通りである。 

(1) 航空写真の撮影 

JICA調査団は、調査地域の沿岸部（海岸線延長 1,056 km）および陸域部（7,800 km2）

を対象に 2000年の 7月から 9月にかけて以下に示す航空写真を撮影した。 

• 沿岸部 1:20,000（カラー写真） 

• 陸域部 1:50,000（白黒写真） 

航空写真からの判読精度を上げるために、グランドトゥルース調査（500サイト）及び

シートゥルース調査（500 サイト、2,000 地点）を実施した。調査結果は地理情報シス

テム（Geographic Information System：GIS）にインプットされた。 

航空写真による沿岸域の空間的沿岸資源調査は、インドネシア国では最初の経験となっ
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た。調査の結果、サンゴ礁の分布やその状態を空間的に詳細に把握することができた。

同時に、サンゴ礁の悪化、破壊の原因などが科学的に判明できたインドネシアで最初の

調査となった。また、マングローブや藻場、養殖場、漁場などの分布状況や、サンゴ礁

との位置関係および沿岸資源の状態を詳細に把握することができた。 

(2) パイロットプロジェクトの実施 

州ステアリング・コッミッティ－は住民参加型沿岸管理（Community Based Coastal 

Management：CBCM）のパイロット・プロジェクトとして、マナドツア、ラプラプ、バ

サーン及びバサーン１を選んだ。パイロット・プロジェクトでは、村人の意識・能力の

向上をめざし、普及員（Extension Officers：EOs）の養成、普及員が中心となったベー

スライン調査、問題分析、地域村民による問題解決の方法の検討などを実施した。長期

間にわたる会合や問題分析の作業を経て、最終的には、村民によって沿岸管理計画が策

定された。 

(3) 地域住民による人工漁礁の設置 

JICA 調査団は、バサーンとバサーン１の村民による人工漁礁の開発とその設置に協力

した。人工漁礁は村人達により製作され、設置された。設置後 45 日には、多くの魚や

エビが漁礁に群がって棲息しているのが確認された。これにより村民は、破壊された漁

場のリハビリに人工漁礁がいかに効果的であるかを体感することができた。 

(4) 協同作業 

州ステアリング・コミッティ－は、マスタープラン作成過程に関係者の参加を促すため

に、下部組織として５つの分科会（Sub-Steering Committees）を設立し、調査団と緊密

な連絡・協議を重ねた。このような協同作業を進めていくことにより、沿岸資源に関す

る知識・情報の蓄積および相互理解に大きく貢献し、沿岸管理計画調査や CBCM の計

画立案に役立った。 

 

５．州政府が取るべきアクション 

州議会による州法の制定が、沿岸管理における最初のステップである。州政府による沿

岸管理の基本的方針がここに規定される。州総合沿岸管理事務所（Provincial Integrated 

Coastal Management Office：PICMO）と市総合沿岸管理事務所（Municipal/Regency 

Integrated Coastal Management Office：KICMOs）の設立が次のステップである。３番目

に必要なステップは、州の沿岸空間利用計画の策定である。これらの計画は、州法に基

づき、州議会の承認の元で実施されるべきである。 
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JICA調査団は、2015年までの優先事業として 43のプロジェクト・プログラムを提言し

た。その内、特に優先度が高いのは下記の７つのプログラムである。 

1) 州沿岸管理基本法の制定 (PerDa) 

2) 州総合沿岸管理事務所 (PICMO) 及び県・市総合沿岸管理事務所(KICMO) 

の設立  

3) PICMO, KICMO, 村役場 (Desa) 及び EOsの人的資源の開発 

4) 州及び県・市レベルでの沿岸空間管理計画の策定 

5) 州立海洋保護区（海洋公園）の設定 

6) 地域住民のための沿岸資源優先利用権の設定 

7) 住民参加型沿岸管理(CBCM)への支援プログラム 

一般に、先進国では環境管理への予算配分比率は、GDPの 1～2%である。（ちなみに北

スラウェシ州の GDPの 1～2%は、1,078～2,165億ﾙﾋﾟｱである） 

現在の所、州の年間予算には、再植林事業以外には環境分野の事業は予定されていない。

北スラウェシ州政府は、沿岸環境の管理事業を含む環境分野に少なくとも最小限の予算

を確保するよう努力が必要である。 
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